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はじめに

　香港における煽動罪は、コモン・ローに起源を持っている。コモン・ローにおける煽動罪とは、
合法的手段によらずに政府を転覆することなどを主張し、またその旨の主張を含む文書を出版・頒
布する罪などをいう 1。イギリス植民地下の香港における煽動罪は、他のイギリス植民地の法律を
モデルとして制定された過酷な内容であったが、長らく休眠状態にあった 2。ただし返還後も、煽
動罪の規定は、犯罪条例（Cap. 200 Crimes Ordinance, 第 200章《刑事罪行條例》）の中に残されて
いた。
　2019年に発生した逃亡犯条例改正案反対運動を鎮圧するために、中国は、2020年 6月末に香港
国家安全維持法（The Law of the Peopleʼs Republic of China on Safeguarding National Security in the 

Hong Kong Special Administrative Region,《中華人民共和國香港特別行政區維護國家安全法》）を施
行した。すると、直後に犯罪条例の煽動罪による起訴も数十年ぶりに再開され、かつ活発化してい
る 3。さらに、2024年 3月に施行された国家安全条例（Safeguarding National Security Ordinance

（Instrument A305），《維護國家安全條例》（文件 A305））、いわゆる香港基本法 23条立法）には、
従来の犯罪条例の煽動罪の規定が統合され、規制・適用範囲・刑罰が強化された（「新」煽動罪）。
　香港において煽動罪が復活した背景において、日本の大学に在学中の香港人女子留学生が、大部
分を日本から投稿した facebookおよび Instagramの内容が、香港における煽動罪に問われ、起訴
される事件が起こった（香港人留学生事件）。日本に住む女子留学生の SNS投稿が、香港国家安全
維持法によって新設された香港警察国家安全維持部門（以下、国安警察）にどのように発見された
のか明らかではない。裁判においては、国安警察は、オンラインパトロール中に女子留学生の投稿
を発見したとされた 4。ただ、匿名の通報を受けて捜査を始めたとの報道もある。国安警察が、女
子留学生がインターネットにおいて香港独立を宣伝したとする匿名の苦情を「国家安全通報ホット
ライン（國安處舉報熱線）」に受け取ったというものである 5。
　香港人留学生事件について簡単に説明する。女子留学生は、香港 IDカード（身分証）更新のた
めに、大学の春季休暇を利用して香港に一時帰国していた。香港離郷直前の 2023年 3月に、インター
ネットに香港独立などの投稿をしたとして、まずは、香港国家安全維持法の国家分裂罪および国家
分裂煽動罪にあたるとして、国安警察に逮捕された。その際、最も争われたのが域外管轄権を巡っ
てである。弁護側は、インターネット投稿のほとんどは香港外（すなわち日本）からなされたため、
香港の裁判所には管轄権がないと主張した 6。その後、女子留学生は、同年 6月に、香港国家安全
維持法ではなく、犯罪条例の煽動罪違反として、起訴された。女子留学生は、2018年以来、香港
独立を推進する 13件の内容を投稿したとされる。うち 11件が日本からの投稿である。その投稿は、
「我是香港人 我主張香港獨立 I am Hongkonger, and I advocate Hongkong Independence（私は香港
人です、香港独立を主張します）」という内容や、「香港獨立　唯一出路（香港独立が唯一の道）」
という文字が写された自撮り写真などであった 7。
　彼女が「日本留学中であった」ということから、一つの大きな問題が生じた。香港国家安全維持
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法には香港域外における行為に対しても同法を適用できるという域外管轄権の規定があるが 8、犯
罪条例の煽動罪にはそうした規定がない。そして、女子留学生の投稿のうち大部分が香港域外、つ
まり日本からの投稿だった。このため、煽動罪にも域外管轄権があるのか、すなわち日本からの投
稿を香港の煽動罪として処罰できるのかどうかが問題となった 9。
　そこで本稿は、香港外でなされた批判的 SNS投稿に対して、煽動罪の射程範囲はどこまで及ぶ
のかを検討することを目的とする。具体的には、香港法における煽動罪について簡単に説明したう
えで、香港の裁判所においては、どのような根拠から煽動罪の域外適用が認められるのかを明らか
にする。
　ここで先行研究を紹介する。第一に、煽動罪に関して、まず香港において煽動罪は、イギリス植
民地時代には、中国共産党の影響を受けた香港左派を弾圧するために適用された歴史がある。この
ため、当時の左派弾圧に関連した研究がある 10。次に、返還後は、2002年から 2003年の国家安全
条例（いわゆる香港基本法 23条立法）制定の試みとの関連で、香港政府が、煽動罪の改正案を提
案した。煽動罪は国家安全条例の範囲に含まれるためである。これに対して、多くの論考が発表さ
れている。代表的な書籍は、香港大学法学部学部長の傅華伶らによる『国家安全および基本的自由
―23条立法の精査―（National Security and Fundamental Freedoms: Hong Kongʼs Article 23 Under 

Scrutiny）』である 11。さらに、香港国家安全維持法施行後、煽動罪の適用が活発化してからは、個
別の事件を取り上げた論考 12もあれば煽動罪全体の問題点を指摘した論考 13もあり、また国家安
全条例の「新」煽動罪にも国際人権団体などから問題点を指摘する論考が出されている 14。
　第二に、香港国家安全維持法に関して、施行直後から英語圏および香港・台湾を中心に優れた論
考が相次いでいたが、最近ではそれらをまとめた書籍が出版されつつある。代表的な書籍は、前述
した傅華伶らが編集した『香港国家安全維持法―復元と変容―（The National Security Law of Hong 

Kong: Restoration and Transformation）』であろう 15。同著は、香港大学法学部を中心する執筆陣が、
香港国家安全維持法の主要な論点を分析している。同著において域外適用に特化した論考としては、
シドニー大学ロー・スクール教授凌兵の論文「香港国家安全維持法の域外適用―法的評価―
（Extraterritorial Application of the Hong Kong National Security Law: A Legal Appraisal）」がある。
香港国家安全維持法は 38条に、香港外のすべての個人および企業を対象とした、いわば「全世界」
を対象にした域外適用の規定を置いているが、それが「地球規模の萎縮効果」を生み出していると
指摘される 16。同論文は、香港が域外管轄権を行使する際の政治的・法的ハードルを丹念に分析し
ている。
　このように、煽動罪、香港国家安全維持法および同法の域外適用に関する優れた先行研究が存在
する。しかしながら、香港外からの批判的 SNS投稿に対する煽動罪の適用に関する先行研究は未
だ存在しない。
　そこで本稿は、香港外でなされた批判的 SNS投稿に対して、煽動罪の射程範囲はどこまで及ぶ
のかを検討することを目的とする。本稿の構成を示すと、まず第 1章において、香港法における煽
動罪について、簡潔に説明する。ここでは、国家安全条例における「新」煽動罪の説明も併せて行
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う。次に第２章において、香港外でなされた批判的 SNS投稿に対して、煽動罪の射程範囲はどこ
まで及ぶのか、香港裁判所の判断を、判例を検討することによって、明らかにする。

1　煽動罪とはなにか　―香港における国家安全犯罪―

　香港国家安全維持法施行後、香港においては「国家安全犯罪（危害國家安全犯罪）」が存在感を
増している。香港司法省によると、香港の国家安全犯罪は、次の通りである。（1）香港国家安全維
持法が規定する国家安全犯罪（同法第 3章が規定する４つの犯罪［国家分裂罪、国家政権転覆罪、
テロ活動罪、外国との結託罪］）、（2）その他の国家安全犯罪（たとえば、犯罪条例が規定する反逆
罪および煽動罪、あるいは公的機密条例（Cap.521 Of�cial Secret Ordinance, 第 521章《官方機密
條例》）が規定する法的権限のない治安・諜報情報の開示など）17。2024年 3月からは、この「国
家安全犯罪」グループに、国家安全条例が加わった。

（1）犯罪条例煽動罪

　①　歴史

　煽動罪はコモン・ローに起源を持ち、香港においては、イギリス植民地時代に導入された。1914

年に煽動的出版物条例（Seditious Publications Ordinance, 1914）が制定され、香港において煽動が
正式に犯罪になった。他のイギリス植民地の法律をモデルとして制定され、過酷な内容であった。
ただし、戦後は、1960年代の適用を最後に長らく休眠状態にあった。1971年には、犯罪条例に統
合されている 18。
　前述したように、香港国家安全維持法施行直後から、数十年ぶりに煽動罪の適用が再開され、か
つ活発化した。そのため、煽動罪は、香港国家安全維持法と並んで、香港政府にとって、反対意見
を標的にした「2つの主要な手段 19」と表現されるまでになった。

　②　犯罪条例の規定

　煽動罪は、長らく犯罪条例 9条および 10条に規定されていた。しかし 2024年 3月に、国家安全
条例に規制・適用範囲・刑罰を強化した形で、引き継がれた。ただし、本稿において検討する香港
人留学生事件には、犯罪条例時代の煽動罪が適用された。かつ、香港国家安全維持法施行後に逮捕・
起訴された煽動罪事件の大部分が犯罪条例の煽動罪による。このため、まずは同規定を紹介する。
　犯罪条例 10条１項は、「煽動の意図」を持って行われる 4つの行為を、犯罪として規定している。
そして、9条１項が、「煽動の意図」を規定している。

　9条 1項（煽動の意図）

　　　　　（a）  中央人民政府やその他の中華人民共和国の機関、香港特別行政区政府または主権領域内の政府に対す
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る憎悪、侮辱または不満を刺激すること

　　　　　（b）  中国公民または香港特別行政区住民を刺激して、非合法的な手段によって、香港特別行政区における、

法律によって合法的に設立された事柄を変化させようとすること

　　　　　（c）  香港特別行政区における司法行政に対する憎悪、侮辱または不満を刺激すること

　　　　　（d）  中国公民または香港特別行政区住民の間に、不服または不満を生じさせること

　　　　　（e）  香港特別行政区における異なる階級の住民の間に、悪感情および敵意の感情を促進すること

　　　　　（f）  人々を刺激して暴力行為に及ばせること

　　　　　（g）  法律またはいかなる合法的な秩序にも従わないことを助言すること

　10条１項（煽動にあたる行為）

　　　　　（a）  煽動の意図を持って、いかなる行為をも行うか行おうとしもしくは行うためのいかなる準備をも行い、

またはいかなる人とも共謀して、いかなる行為をも行うこと

　　　　　（b）  いかなる煽動的語句をも発言すること

　　　　　（c）  いかなる煽動的出版物をも、印刷、出版、販売、供給、流通、展示または復刻すること

　　　　　（d）  いかなる煽動的出版物をも輸入すること（本人に、当該出版物が煽動的出版物であると信じる理由が

ない場合を除く）

　初犯の場合、最高で 5000香港ドルの罰金および 2年の禁錮が科される（10条１項）。
　9条 2項は、法定抗弁を規定している。次のことを意図して行ったに過ぎない場合は、その行為、
言説または出版は煽動にあたらない。

　9条 2項（法定抗弁）

　　　　　（a）  中央政府または中華人民共和国のその他の機関が、その政策において誤って導かれているかまたは

誤っていることを示すこと

　　　　　（b）  香港特別行政区の政府、憲法、立法または司法行政における誤りや欠点を、訂正するという目的にお

いて、指摘すること

　　　　　（c）  法律によって設立された事柄を、合法的な手段によって変更するように、中国公民または香港特別行

政区住民を説得すること

　　　　　（d）  香港特別行政区の異なる階級の住民の間において、悪感情と敵意を生み出す傾向にあるかまたは生み

出している事柄を、それらを取り除く目的で指摘すること

（2）国家安全条例における「新」煽動罪

　煽動罪は、国家安全条例に規制・適用範囲・刑罰を強化して引き継がれた。国家安全条例におい
て「新」煽動罪を規定するのが、第 3部「暴動、反乱及び不満の煽動、煽動目的を有する行為等」
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に位置する、第４節「煽動目的を持つ行為等」である。「新」煽動罪の条文数は、23条～ 25条の 3

か条に増強された。そればかりか、第５節「雑則」に位置する 28条は、「新」煽動罪の「域外適用」
をも新たに規定するに至った。以下、各条文に則して「新」煽動罪を説明する。

　①　煽動的な意図（23条）

　23条 2項が「煽動的な意図」について規定する。

23条　煽動的な意図

　１項　本節について、

　　　　　（a）  あるものが２項に規定される意図を 1つ以上持って行為する場合、そのものは煽動的な意図を持ちそ

の行為を行う、および

　　　　　（b）  ある行為、言葉または出版物が、２項に規定される意図を 1つ以上持つ場合、その行為、言葉または

出版物は、煽動的な意図を持つ行為、言葉または出版物である

　２項　その意図は次の通りである

　　　　　（a）  中国公民、香港永住性居民または香港特別行政区にいるものに、以下の制度または機関に対して、憎

悪、軽蔑または不満を引き起こす意図

 （i） 中国憲法によって設立された国家の基本制度

 （ii） 中国憲法が規定する国家機関

 （iii） 香港特別行政区における以下の中央政府機関

　　　　　　　　　　　　　　（A） 中央政府駐香港連絡弁公室

　　　　　　　　　　　　　　（B） 国家安全維持公署

　　　　　　　　　　　　　　（C） 外交部特派員公署

　　　　　　　　　　　　　　（D） 人民解放軍駐香港部隊

　　　　　（b）  中国公民、香港永住性居民または香港特別行政区にいるものに、香港特別行政区の憲法秩序、行政、

立法または司法機関に対して、憎悪、軽蔑または不満を引き起こす意図

　　　　　（c）  合法的手段によらず、いかなるものをも煽動して、以下の変更を引き起こそうとする意図

 （i） 香港特別行政区について中央政府によって法律に従って制定されたいかなる事項、あるいは

 （ii） 香港特別行政区の法律に従って制定されたいかなる事項

　　　　　（d）  香港特別行政区の異なる階級の住民の間または中国の異なる地域の住民の間に、憎しみや敵意を引き

起こす意図

　　　　　（e）  香港特別行政区内において、いかなるものをも煽動して暴力行為を行わせる意図

　　　　　（f）  香港特別行政区の法律に従わないようまたは香港特別行政区の法律に基づく命令に従わないように、

いかなるものをも煽動する意図
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　②　煽動の意図に関する犯罪（24条）

　24条は、上記「煽動の意図」を持つ行為を、犯罪と規定する。以前の煽動罪を規定した犯罪条
例 10条１項との違いは、大まかに次の通りである。まず「煽動的出版物所持罪」が独立の項目となっ
た（23条３項）。次に「外部勢力と結託」した場合（2項）とそうでない場合（1項）に分け、前
者をより厳罰化した。

24条　煽動的な意図に関する犯罪

　１項　いかなるものも

　　　　　（a）  煽動的な意図を持って

 （i） 煽動的な意図を持つ行為を行うこと、あるいは

 （ii） 煽動的な意図を持つ言葉を発すること

　　　　　（b）  出版物に煽動的な意図があることを知りながら、その出版物を印刷、出版、販売、売り出し発行、配

布、展示または複製すること、あるいは

　　　　　（c）  煽動的な意図を持つ出版物を輸入すること

　　　　　は罪を犯し、起訴された場合は懲役 7年に処せられる

　2項　いかなるものも外部勢力と結託して

　　　　　（a）  煽動的な意図を持って

 （i） 煽動的な意図を持つ行為を行うこと、あるいは

 （ii） 煽動的な意図を持つ言葉を発すること

　　　　　（c）  出版物に煽動的な意図があることを知りながら、その出版物を印刷、出版、販売、売り出し発行、配

布、展示または複製すること

　　　　　（c）  煽動的な意図を持つ出版物を輸入すること

　　　　　は罪を犯し、起訴された場合は懲役 10年に処せられる

　３項　正当な理由なく煽動的な意図を持つ出版物を所持したものは、罪を犯し、起訴された場合は、懲役 3年に処

せられる

　③　法定抗弁（23条 3項、4項）

　23条３項、4項は、法定抗弁を規定している。

23条　煽動の意図

　3項　ただし

　　　　　（a）  あるものが 4項に指す意図のいずれかのみを持って行為を行った場合、その行為は煽動的な意図を

持って行われたものではない、および

　　　　　（b）  ある行為、言葉または出版物が 4項に指す意図のいずれかのみを持つ場合、その行為、言葉または出

版物は、煽動的な意図を持つ行為、言葉または出版物ではない
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　４項　その意図は次の通りである

　　　　　（a）  2項（a）もしくは（b）に記載されている制度または憲法秩序について意見を述べる意図であり、か

つその目的はその制度または憲法秩序を改善すること

　　　　　（b）  2項（a）もしくは（b）に記載されている機構または機関に関する問題について指摘する意図であり、

かつその目的はその問題の改善について意見を述べること

　　　　　（c）  合法的手段によって、以下を変更するように、いかなるものをも説得する意図

 （i）  香港特別行政区について中央政府によって法律に従って制定されたいかなる事項、あるいは

 （ii） 香港特別行政区の法律に従って制定されたいかなる事項

　　　　　（c）  香港特別行政区の異なる階級の住民の間もしくは中国の異なる地域の住民の間において憎しみや敵意

が生じていること、またはそのような憎しみや敵意が生じる傾向があることを、指摘する意図であり、

かつその目的はその憎しみや敵意を取り除くこと

　④　公共秩序の混乱および暴力を煽動する意図の証明不要（25条）、域外適用（28条）

　これまで述べたように、国家安全条例において「新」煽動罪を規定する 23条、24条は、かつて
の煽動罪を規定した犯罪条例 9条、10条と似通った規定であることが分かる。これに加えて、国
家安全条例においては、特徴的な規定が付け加えられた。それは、まず、25条の検察側が被告人
の公共の混乱や暴力を煽動する意図を証明する必要はないとする規定、次に、28条の域外適用の
規定である。前者の「暴力」を煽動する意図の証明が必要かどうかは、これまでの煽動罪に関する
数々の裁判における主な論争点である。後者は、本稿が対象とする香港人留学生事件などで争われ
てきた論争点である。いずれも、条文に明記する形で、今後の議論が封じられた。
　25条は、裁判において、公共秩序の混乱または暴力を煽動する意図を、検察側が証明する必要
はないとの規定をおいた。

25条　公共秩序の混乱を煽動するまたは暴力を煽動する意図の証明不要

　1項　24条 1項（a）または 2項（a）の犯罪の訴訟手続において

　　　　　（a）  そのものが、公共秩序の混乱を引き起こす行為をするように他人を煽動する意図により、その行為を

行ったり、言葉を発したりしたことを証明する必要はない、および

　　　　　（b）  23条 2項（e）の指す意図が犯罪の構成要素である場合を除き、そのものが、他人に暴力行為を煽動

する意図により、その行為を行ったりその言葉を発したりしたことを証明する必要はない

　2項　24条 1項、2項または 3項の犯罪の訴訟手続において

　　　　　（a）  その行為、言葉または出版物（必要に応じて）が、公共秩序の混乱を引き起こす行為をするように他

人を煽動する意図を持っていることを証明する必要はない、および

　　　　　（b）  23条 2項（e）の指す意図が犯罪の構成要素である場合を除き、その行為、言葉または出版物（必要

に応じて）に、他人に暴力行為を煽動する意図があることを証明する必要はない
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　28条は「域外適用」について、以下の通り規定する。

28条　第 2、3及び 4節の域外効力

　1項　もし

　　　　　（a） いかなる

 （i） 中国公民である香港特別行政区居民

 （ii） 香港特別行政区において法人化、設立もしくは登録された法人、あるいは

 （iii） 法人か法人化されていないかを問わず、香港特別行政区内に事業所を有する団体、が、

　　　　　香港特別行政区外においていかなる行為を行い、および

　　　　　（b） 当該行為が香港特別行政区内において行われた場合に 17条 1項 20の犯罪にあたるとき

　　　　　その居民または団体は、罪を犯す

　2項　もし

　　　　　（a） いかなる

 （i） 香港特別行政区居民

 （ii） 香港特別行政区おいて法人化、設立もしくは登録された法人、あるいは

 （iii） 法人か法人化されていないかを問わず、香港特別行政区内に事業所を有する団体、が、

　　　　　香港特別行政区外においていかなる行為を行い、および

　　　　　（b） 当該行為が香港特別行政区内で行われた場合に 3項の犯罪にあたるとき

　　　　　その居民または団体は、罪を犯す

　3項　2項が指す条項は次の通りである

　　　　　（a） 18条 1項、2項、3項または 4項 21

　　　　　（b） 19条 1項または 2項 22

　　　　　（c） 21条 1項または 2項 23

　　　　　（d） 24条 1項または 2項

2　�香港外からの SNS投稿に対する煽動罪の適用　―徐凱駿事件判決、香港人留学
生事件判決―

（1）徐凱駿事件判決

　香港外からの SNS投稿に対して、煽動罪が適用されたのは、香港人留学生事件が初めてではない。
初めての事件は、香港の若者によるニュージーランドからの投稿が煽動罪に問われた徐凱駿事件で
あった。
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　①　事件の概要

　国安警察は、2022年 9月に、パートウェイターの徐凱駿（18歳）を自宅において逮捕し、自宅
にあった iPhone、iPadおよびパソコンを押収した。逮捕時に徐凱駿は、「オンラインアカウントは
自分のものだが、その時自分は香港にいなかった」と主張した 24。
　その後、同年 11月に、徐凱駿は、2020年 5月 28日から 2022年 9月 27日の間に、LIHKG（連
登討論區）、YouTube、Discordに煽動的な発言や写真を投稿したとして、煽動罪として起訴された。
このほか、国歌侮辱罪など３つの罪でも起訴された 25。
　被告人は、「金盤洗腳腳」、「習近平（已故）」および「無趣的靈魂」のアカウント名を使用し、香港
独立を促進するために「香港獨立，唯一出路（香港独立が唯一の道）」、「光復香港，時代革命（香
港を取り戻せ、革命の時代だ）」などと投稿した。被告人はまた、逮捕されても関連行為を続ける
と主張し、香港警察や中国本土住民への敵意を煽り、彼らに死ねと罵るなどしていた 26。
　弁護側は、被告人が 2019年から 2020年 11月まで香港外にいたことを指摘し、域外管轄権につ
いて争った。また、公訴時効（煽動罪は 6か月、国歌侮辱罪は 2年）についても争われた。事件に
関係した投稿 29件のうち、公訴時効内に、香港において投稿されたのはわずか 3件のみだった 27。

　②�　第一審判決（2022 年 11 月 23 日判決、2022 年 12 月 14 日量刑言い渡し、マジストレート

裁判所）

（ⅰ）判決

　蘇惠德裁判官は、まず管轄権について、煽動を構成する活動は香港において発生したため、裁判
所は本事件を審理する管轄権を持つとの判断を下した。また、被告人の行為は「継続的な犯罪」で
あるため、訴追は公訴時効を超えていないとした 28。
　（a）管轄権について（煽動罪の域外適用）―「犯罪を構成する同等の活動」―　

　裁判官は、まず、イギリス控訴院の判例（R v Waddon No. 99/5233/Z3）を検討した。同判例は、
海外において行われたインターネット投稿の内容がイギリスにおいて閲覧できる限り、イギリスが
管轄権を持つと判断している。すなわち、「…R v Waddon No. 99/5233/Z3において、イギリス控訴
院が海外からのインターネット投稿の状況を検討した。同事件においては、投稿はイギリスにおい
て行われていなかったが、イギリス控訴院は、コンテンツがイギリスにおいて閲覧できる限り、司
法管轄権の要件が満たされると判断し」た 29。
　さらに、管轄権に関する香港の判例をも指摘した。香港の控訴院は、Lionel John Krieger事件 30

において、以下の判断をしている。すなわち、管轄外において行われても、管轄内において有害な
影響を生み出すかあるいは生み出すことを意図した行為に対して、香港の裁判所は管轄権を持
つ 31。要するに、こうした状況は、「電話詐欺の事例のようなもの」であり、「詐欺師が香港外から
被害者に電話をかけたとしても、被害者が香港において応答している限り、犯罪は香港において行
われたと見なされる可能性がある」と指摘した 32。
　こうした判例を引用して、管轄権の論点については、「…事件の『犯罪を構成する同等の活動』
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が香港において行われる限り、香港の裁判所が管轄権を持つ 33」との判断を下したのである。
　これを徐凱駿事件に当てはめて、裁判官は、次のように述べた。「被告人は、香港を出国する前に、
煽動的なコンテンツを公開し、継続的に公開する目的で、香港においてアカウントを開設・維持・
所有し、コンテンツの一部は香港外において公開されていたが、被告人が公開したコンテンツは主
に繁体字中国語で書かれており、その意図は明らかに、香港において、中国および香港政府に対す
る煽動的な主張を支持し、広めることであり、標的は香港のインターネット利用者でもあり、香港
において憎悪と反乱を煽動し、香港独立の主張を達成することを意図していた」34。「したがって、
被告人の犯罪行為または『犯罪を構成する同等の活動』は、香港において行われたと判断する」35。
　（b）公訴時効について−「継続的な性質の犯罪」―

　なお、公訴時効についても、インターネットに投稿した行為が「継続的な性質の犯罪」であるこ
とを理由に、経過していないと判断された。裁判官によると、「被告人は出国前に、事件に関係す
るオンラインプラットフォーム、チャットルームまたはチャネルを開設・維持・所有し、その後、
これらのプラットフォームにおいて事件に関連するコンテンツを何度も継続的に作成・編集・統合
し、公開し、これらのプラットフォームを、インターネット利用者の連絡と閲覧のために維持およ
び提供し続け、コンテンツは、被告人が逮捕されるまで存続していた。ここから分かるように、被
告人の全体としての犯罪行為は香港の内外において一貫して行われており、継続的な性質のもので
あることは明らかである」36。
　裁判官によると、インターネット上に投稿内容を「公開」すれば、その投稿を削除しない場合、
継続的な性質であるとみなされる。「…『公開』は継続的意思を意味する場合がある。たとえば、
公開されたコンテンツをプラットフォーム上に存続させる投稿者は、撤回または撤回を試みる行動
がない場合、関連するコンテンツを提供し続けることになる。…『公開』の定義をキーボードが押
された瞬間に限定することは説得力がない」37。 

　さらに、スコットランドおよびイギリスの判例を引用し、「投稿のタイミングと行為は、投稿者
がキーボードを押した瞬間に限定されず、…　一般人に提供され、一般人が閲覧できる期間全体を
含むことがわかる」38と指摘した。すなわち、スコットランド高等裁判所は、HM Advocate v 

Beggs事件 39において、「公開時」の意味を判断し、以下を指すとした。「…『公開時』…という
表現は、コンテンツが最初に表示された瞬間から撤回された時点で終わる、インターネットサイト
においてコンテンツにアクセスできる期間を指しうる。その全期間中、コンテンツは一般人がアク
セス可能であり、全体を通して公開されていると見なされるべきである…その全期間を通して、当
該コンテンツが公開されていたと結論付けるのが適切である…」。40さらにイギリス控訴裁判所も、
R v Sheppard & Another事件 41において、「公開」の定義に関連して述べている。「…そのコンテン
ツが、一般的にすべての人がアクセス可能であるか、利用可能であるか、あるいは一般人の前に置
かれていたかあるいは提供されていたか…」。42

　結論として、「起訴された犯罪は継続的な性質のものであり、公訴時効は経過していない」と判
断した 43。
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（ⅱ）量刑言い渡し（2022 年 12 月 14 日）

　弁護側は「労役センター（勞教中心）」を通じた再教育を望んでいたが、裁判官は、それは事件
の重大さを反映していないと考え、被告人に「教育指導所（教導所）」入所の判決を下した 44。裁
判官は、被告人は 18か月間に中国国家指導者、中国本土住民や香港警察に対して、憎悪を煽る 29

件の投稿をし、その内容は、中国国家指導者、中国本土住民や香港警察を汚い言葉で罵るものであ
り、彼らに脅威を与え、彼らに対する香港住民の憎しみを煽るものだとした。そして、こうした考
えを早期に抑制しなければ、社会が不安定になり、分断されてしまうと述べた 45。

（2）香港人留学生事件判決

　①　事件の概要

　2023年 3月、香港において、日本留学中の女子大学生（23）が、香港国家安全維持法の国家分
裂罪（20条）および国家分裂煽動罪（21条）違反として逮捕された 46。容疑は、香港独立を煽動
する投稿を facebookなどに投稿し、国家分裂を煽動した疑いである。女子留学生は、香港 IDカー
ド更新のため香港に一時帰国していた 47。
　SNSに投稿されたのは、合計 13件だった（うち 11件が日本からの投稿）。内容は、「我是香港
人　我主張香港獨立　I am Hongkonger, and I advocate Hongkong Independence（私は香港人です　
香港独立を主張します）」（2022年 5月 14日 facebook投稿）、「香港獨立　唯一出路（香港独立が
唯一の道）」（2022年 1月 10日 facebook投稿）、「政治に関心を持ち、自分の考えを主張する香港
人が多い理由は、もし無関心でいると一瞬で香港が香港でなくなるから。国がなくならないように
ずっと見つめていて、発信し、周りの人たちを影響する。…（略）…香港が大好き。この土地に住
んでいる全ての香港人が自由と幸せになってほしい。」（2020年 12月 19日 facebook投稿、日本語
投稿）などである 48。同日本語投稿においては、東京の目黒美術館において、香港民主化運動支持
団体「Stand with HK at JPN」が開催した展覧会の写真も投稿している。その写真において女子留
学生は、「香港人 報仇（香港人の復讐）」、「香港人 反抗（香港人の抵抗）」、「香港人 加油（香港人
頑張れ）」、「光復香港 時代革命（香港を取り戻せ　革命の時代だ）」、「五大訴求 缺一不可（五つの
要求は一つも欠けてはならない）」などと書かれた横断幕の前で「五大訴求 缺一不可」に象徴的な
ジェスチャーをしていた 49。女子留学生の facebookには 473人の友達がおり、Instagramには 657

人のフォロワーがいた。facebookの投稿は誰もがアクセスできたが、Instagramの投稿のアクセス
はフォロワーに制限されていた 50。
　2023年 6月に、犯罪条例の煽動罪として起訴された。弁護側は、以下の 3点から争った。（a）
マジストレート裁判所は煽動罪を審理する管轄権を持つのかどうか、（b）域外管轄権にあたるの
かどうか、（c）6か月の公訴時効を超過しているのかどうか。域外管轄権に関して、裁判官は、閉
廷前の「リマインダー」方式で弁護側に対し、次のように述べたとされる。すなわち、情報通信技
術が発達している現在における「公開」の定義は、街頭演説などの「本来の」公開形態とは異なる。
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SNSにおける「公開」とは、ボタンを押した瞬間に限定されるものではない。情報はインターネッ
ト上に保存され、人々は「365日、24時間」視聴できる。また、公開の場所に関しては、発信者と
受信者が同じ国にある必要はなく、受信者が誰であるかを考慮する必要がある 51。
　当初、女子留学生は無罪を主張していた。しかしその後 2023年 10月に、弁護側は、早期の有罪
答弁をする旨の書簡を司法省に送った。これに伴い、予定されていた 12月の審理は中止され、11

月の審理において、女子留学生が有罪を認めた 52。

　②　第一審判決（2023 年 11 月 3日、判決および量刑言い渡し、マジストレート裁判所）

　弁護側は刑罰軽減を求める答弁（plea in mitigation）において、執行猶予付き判決を求めた。弁
護側の理由は、以下の通りである。すなわち、女子留学生は犯行時若かったこと、逮捕後は警察に
協力したこと、友人・知人らから多数の嘆願書が提出されたこと、「プロジェクト・チェンジ（「蛻
變計劃、Project Change）」53の心理鑑定報告書によると、女子留学生は深く後悔しており再犯可能
性は極めて低いこと、女子留学生の投稿への「いいね！」やコメントの数は少なく影響力は限られ
ていたこと、投稿のほとんどは日本からであり大学 1年次 5月を最後に投稿がなされていないこと、
などである 54。
　これに対して、蘇惠德裁判官は、女子留学生の投稿は、件数や頻度こそ多くはないものの、一定
の継続性・永続性があり、そのうちの 1つは日本語で香港独立について言及しているが、日本語を
読める香港人も閲覧できると指摘した 55。さらに、裁判官は、女子留学生は、投稿を続けていた間
に、香港において返還後初の煽動罪による起訴事件が発生したにもかかわらず、依然として投稿を
削除しなかったことを指摘した。そして、刑罰は抑止力でなければならないこと、執行猶予付き判
決とする理由がないことなどを考慮し、懲役２か月を言い渡した 56。

おわりに

　本稿は、香港外でなされた批判的 SNS投稿に対して、煽動罪の射程範囲はどこまで及ぶのかを
検討することを目的とした。本稿の検討結果から、以下が明らかになった。
　香港人留学生事件においては、当初、香港人女子留学生は無罪を主張していたが、途中で有罪を
認めた。このため、香港外（日本）においてなされた SNS投稿に対して、煽動罪が適用されるの
かどうかの論点には、香港の裁判所の判断は示されなかった。しかし、同事件と似通った背景を持
つ（被告人がニュージーランド留学中の SNS投稿に対する煽動罪の適用が争われた）徐凱駿事件
からは、香港外からの SNS投稿に対する裁判所の考えを確認することができた。
　徐凱駿事件において、裁判所は、管轄権について、イギリス控訴裁判所の判例などを参考にして、
「『犯罪を構成する同等の活動』が香港において行われる限り、香港の裁判所が管轄権を持つ」との
判断を下した。これを、香港外からの SNS投稿に当てはめれば、次の通りになる。すなわち、SNS

投稿の一部が海外において行われたものであっても、香港出国前に、その投稿を継続的に公開する
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目的で、香港においてアカウントを開設・所有・維持し、煽動的な投稿内容を公開し、投稿が主に
繁体字中国語でなされていれば、その意図は明らかに、香港において、中国と香港政府に対して、
煽動的な主張を支持し広めることであり、標的は香港のインターネット利用者である。したがって、
この場合「犯罪を構成する同等の活動」は、香港で行われたものと判断し、管轄権を認めた。
　香港人留学生事件および徐凱駿事件は、煽動罪が犯罪条例に規定されていた時期に発生した事件
である。その後、2024年 3月に国家安全条例（いわゆる香港基本法 23条立法）が制定された。同
条例においては、煽動罪は、「新」煽動罪として、規制・適用範囲・刑罰が強化された形で統合さ
れた。そして、「新」煽動罪には、域外適用の規定も盛り込まれ、香港外からの香港永住性居民な
どによる煽動的な SNS投稿に対して、香港の裁判所が管轄権を持つことが明記された。国家安全
条例および「新」煽動罪の検討は、今後の課題としたい。
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